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千円 千円 千円

1 24,076,696 24,658,696 △582,000

2 4 4 0

3 2 2 0

4 276 276 0

5 2,916 2,822 94

6 99,375,143 99,849,872 △474,729

7 17,163,821 19,038,997 △1,875,176

8 1 1 0

9 252,141 265,539 △13,398

△ 0 2,791 △2,791

140,871,000 143,819,000 △2,948,000

国　保 1　

        歳　　 　入　　　 合　 　　計

府 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

財 産 収 入

国 民 健 康 保 険 料 収 入

国 民 健 康 保 険 税 収 入

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

１　歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

　(1)　総　　　括

　　　　　(歳　　入)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 140,871,000 143,819,000 △2,948,000 99,378,059 0 41,492,941 0

140,871,000 143,819,000 △2,948,000 99,378,059 0 41,492,941 0
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　　　　　(歳　　出)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減
本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 府 支 出 金 市 債 そ の 他

国民健康保険費

歳 出 合 計



千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険料収 24,076,696 24,658,696 △582,000

入

1 国民健康保険料 24,076,696 24,658,696 △582,000

収入

1 一般国民健康保 24,073,998 24,605,998 △532,000 1 医療給付費分現 15,583,000 一般被保険者数 299,000人
険料収入 年分 徴収率 94.6％

2 後期高齢者支援 5,665,000

金分現年分

3 介護納付金分現 1,902,000

年分

4 医療給付費分滞 609,999

納繰越分

5 後期高齢者支援 214,000

金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 99,999

納繰越分

2 退職者等国民健 2,698 52,698 △50,000 1 医療給付費分現 500

康保険料収入 年分

2 後期高齢者支援 200

金分現年分

3 介護納付金分現 200

年分

区 分 金 額 附 記
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　(2)　歳　　　入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明



千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 医療給付費分滞 699

納繰越分

5 後期高齢者支援 300

金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 799

納繰越分

2 国民健康保険税収 4 4 0

入

1 国民健康保険税 4 4 0

収入

1 一般国民健康保 2 2 0 1 医療給付費分滞 1

険税収入 納繰越分

2 介護納付金分滞 1

納繰越分

2 退職者等国民健 2 2 0 1 医療給付費分滞 1

康保険税収入 納繰越分

2 介護納付金分滞 1

納繰越分

3 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0 1 一般一部負担金 1

2 退職者等一部負 1

担金

説 明
区 分 金 額 附 記

一 部 負 担 金

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 276 276 0

1 手 数 料 276 276 0

1 国民健康保険手 276 276 0 1 国民健康保険手 276 区役所証明手数料
数料 数料

5 2,916 2,822 94

1 国 庫 補 助 金 2,916 2,822 94

1 国民健康保険費 2,916 2,822 94 1 保険給付費補助 2,916 健康増進事業補助金
補助金 金

6 99,375,143 99,849,872 △474,729

1 府 補 助 金 99,375,143 99,849,872 △474,729

1 保険給付費等交 99,375,143 99,849,872 △474,729 1 保険給付費等交 99,375,143

付金 付金

7 17,163,821 19,038,997 △1,875,176

1 一般会計繰入金 17,163,821 17,178,997 △15,176

1 国民健康保険費 17,163,821 17,178,997 △15,176 1 保険給付費等繰 8,225,821

繰入金 入

2 保険基盤安定繰 8,938,000

入

金 額 附 記

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

繰 入 金
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款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分



千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 基 金 繰 入 金 0 1,860,000 △1,860,000

8 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0 1 前 年 度 繰 越 金 1

9 252,141 265,539 △13,398

1 雑 入 252,141 265,539 △13,398

1 過 年 度 収 入 2,500 2,500 0 1 府支出金過年度 1

収入

2 一般諸収入過年 2,399

度収入

3 退職者等諸収入 99

過年度収入

4 その他過年度収 1

入

2 雑 入 249,641 263,039 △13,398 1 一般延滞金収入 37,800

2 退職者等延滞金 200

収入

3 過 料 1

4 滞 納 処 分 費 1

5 保 険 料 収 入 1,000

説 明
区 分 金 額 附 記

繰 越 金

諸 収 入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 一般第三者納付 174,387

金

7 退職者等第三者 1,000

納付金

8 一 般 返 納 金 33,500

9 退職者等返納金 500

10 物 品 売 払 収 入 1

11 雑 入 1,251

△ 0 2,791 △2,791

140,871,000 143,819,000 △2,948,000

説 明
区 分 金 額 附 記

財 産 収 入

比 較 増△減
節

歳 入 合 計

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険 140,871,000 143,819,000 △2,948,000 99,378,059 0 41,492,941 0

費

1 事 務 費 3,765,449 3,610,433 155,016 321,013 0 3,444,436 0

府補助金 手数料 276

1 事 務 費 3,392,715 3,188,096 204,619 321,013 1 報 酬 224,372 (1)給与費 2,014,931
一般会計繰入 　 358人 短時間勤務66人
金 3,403,106 2 給 料 880,054 (2)国民健康保険団体連合会分担

　 金 138,530
雑入 41,054 3 職員手当等 575,167 1 扶養手当 (3)保険料還付金及び還付加算金

17,878 　 130,000
(4)その他事務費 1,109,254

2 地域手当
87,342

3 時間外勤務
手当 21,565

6 期末勤勉手
当 394,385

7 通勤手当
32,974

8 住居手当
12,860

12 管理職手当
7,603

13 管理職員特
別勤務手当

560

国府支出金 市 債 そ の 他
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　(3)　歳　　　出

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 335,338 1 職員共済組
合費

278,601

4 職員厚生費
313

8 旅 費 479

10 需 用 費 37,847 1 諸費 20

11 役 務 費 295,671 1 通信運搬費
180,315

12 委 託 料 599,417

13 使用料及び 174,374

賃借料

17 備品購入費 463

18 負担金補助 138,533 11 国民健康保
及び交付金 険団体連合

会分担金
138,530

22 償還金利子 131,000 11 還付加算金
及び割引料 1,000

2 特別対策事 372,734 422,337 △49,603 1 報 酬 6,082 (1)給与費 9,385
業費 　 1人 短時間勤務2人

2 給 料 1,623 (2)収納率向上特別対策事業費
164,390

3 職員手当等 1,349 2 地域手当 (3)医療費適正化特別対策事業費
162 198,959

6 期末勤勉手
当 1,050

7 通勤手当
137

説 明
特 定 財 源

一般財源 区 分 金 額 附 記
国府支出金 市 債 そ の 他

国　保 9　

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

節
比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 1,316

7 報 償 費 80

8 旅 費 486

10 需 用 費 10,252 1 諸費 140

11 役 務 費 149,636 1 通信運搬費
107,614

12 委 託 料 170,806

13 使用料及び 28,932

賃借料

17 備品購入費 2,072

18 負担金補助 100

及び交付金

2 保険給付費 137,074,551 140,177,567 △3,103,016 99,057,046 0 38,017,505 0

国庫補助金 国民健康保険
1 一般保険給 98,847,000 98,848,000 △1,000 2,916 料収入 11 役 務 費 245,000 (1)一般医療給付費 98,132,000
付費 24,046,696 　　 療養給付費 85,617,000  

府補助金 18 負担金補助 98,602,000 　　 高額療養費 12,515,000  
99,054,130 国民健康保険 及び交付金 (2)出産育児一時金 399,000

税収入 4 (3)葬祭費 71,000
(4)診療報酬審査支払手数料

一部負担金 2 245,000

一般会計繰入
2 退職者等保 62,000 487,000 △425,000 金 13,759,715 18 負担金補助 62,000 退職者等医療給付費
険給付費 及び交付金 　療養給付費 51,000  

繰越金 1 　高額療養費 11,000  

雑入 211,087

3 国民健康保 37,007,000 39,713,000 △2,706,000 18 負担金補助 37,007,000 (1)医療分 25,360,000
険事業費納 及び交付金 (2)後期高齢者支援金分
付金 8,414,000

(3)介護納付金分 3,231,000

節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(4)退職者分 2,000

4 保健事業費 1,158,551 1,129,567 28,984 1 報 酬 8,175 (1)給与費　短時間勤務7人 8,175
(2)特定健康診査及び特定保健指

7 報 償 費 2,180    導等 1,150,376

8 旅 費 400

10 需 用 費 13,325 1 諸費 20

11 役 務 費 41,243 1 通信運搬費
40,872

2 保険料 10

12 委 託 料 1,090,688

13 使用料及び 1,776

賃借料

17 備品購入費 744

18 負担金補助 20

及び交付金

3 公 債 費 1,000 1,000 0 0 0 1,000 0

一般会計繰入
1 利 子 1,000 1,000 0 金 1,000 27 繰 出 金 1,000 一時借入金利子

4 予 備 費 30,000 30,000 0 0 0 30,000 0

国民健康保険
1 予 備 費 30,000 30,000 0 料収入 30,000

99,378,059 0 41,492,941 0

節

金 額 附 記
国府支出金 市 債 そ の 他

国　保 11　

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　

歳 出 合 計 140,871,000 143,819,000 △2,948,000

説 明
特 定 財 源

一般財源 区 分



人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

( )

( )

( )

注　（　）内は，短時間勤務職員について外書き。

区　　分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比　　較

２　給　 与 　費　 明 　細 　書

508,109 277,302

期 末 勤 勉
手　　   当

446,495387,143

7,603

1,308,694

59,352

通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当

本 　  年     度

81,092 68,407

－ 800,585

237,644

21,565

1,585,996
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  一    般    職

  (1)  総    　　括

区      　    分 備                            考
報      酬

359 237,644 881,677 576,516 1,695,837

共　済　費
給      料 職 員 手 当 計

合   　 計

336,654 2,032,491

給               与               費
職  員  数

時間外勤務
手　　　当

8,105 383

扶 養 手 当

本 年 度 17,878

17,965

△ 87 54,862 6,539

21,182 26,572

395,435

△ 1,427

14,287

87,504 56033,111 12,860

190

職員手当

の 内 訳

地 域 手 当

169

7,571340,573 560

32 0

79,399

75

－

75

前     年     度

比     　     較

          一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

6,888前　　年　　度

区  　      分 1人当たり給与費

本　　年　　度 7,017

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員（常
　　勤の講師等を除く。）は除く。



 (2)  給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円

1 給与改定の状況

月例給の引上げ　　　　　　平均　0.10％
前年度 　    （平成31年 4月から適用）

勤勉手当の引上げ　　　　　　　　0.05月
　    （令和元年12月から適用)

2 平均昇給率　1.5％

1 月 174 人

3 会計年度任用職員制度の創設及び臨時的任用職員制度の見直し

4
職員数の異動状況

  本年度 人 0 人 190 人

1   前年度 人 0 人 190 人

  増△減 人 0 人 0 人

2

3

増  減  事  由  別  内  訳

給　　　　料 81,092

そ の 他 の 増 △ 減 分

給与改定に伴う増△減分

8

区　  　分

職 員 手 当

12,009

増　△　減　額

給与改定に伴う増△減分

昇給に伴う 増△ 減分

801

備                            　                                    考

      現に在職す
      る職員数

　   (その他)  　 (計)
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制度改正に伴う増△減分 56,615

68,407 3,907 190
0

そ の 他 の 増 △ 減 分 7,885

190

   (職員数)　 (昇給期)

制度改正に伴う増△減分 68,274

(     )(     )



(3)　給料及び職員手当の状況

  ア　平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢

円

円

歳

円

円

歳

  イ　初任給

円

円

国       の       制       度

行政職（一）

平均給与月額 420,074
平 成 31 年
1 月 1 日 現 在

平均給与月額 413,881

平均給料月額

区              分 行　政　職

345,237

令 和 2 年
1 月 1 日 現 在

平 均 年 齢 46

平均給料月額 348,608

上 級 22 歳 186,500

平 均 年 齢 44
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令 和 2 年
1 月 1 日 現 在

総合職（大卒） 186,700

一般職（高卒） 150,600

区              分 行　政　職

区              分

令 和 2 年
1 月 1 日 現 在

中 級 18 歳 151,500



   ウ　級別職員数

級

人 ％

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 1 0.5

4 〃 32 16.8

3 〃 109 57.4

2 〃 14 7.4

1 〃 20 10.5

計 190 100.0

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 2 1.1

4 〃 31 16.3

3 〃 100 52.6

2 〃 23 12.1

1 〃 20 10.5

計 190 100.0

令 和 2 年
1 月 1 日 現 在

国　保 15　

区　　　分

平 成 31 年
1 月 1 日 現 在

職員数 構成比

行　　　政　　　職



   エ　期末勤勉手当

   オ　地域手当

       　支給率　10％（国の指定基準に基づく支給率と同じ）
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月分

前 年 度

国 の 制 度

　注　前年度の（　）内は，令和元年度給与改定前の支給率等である。

区  　　分 備　            　考

2.225（2.225） 2.275（2.225） 4.5（4.45）

職制上の段階，職務の

有（有）

本 年 度

月分 月分

2.25 2.25 4.5 有

6月

2.25 2.25 4.5 有

12月 級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率
計

支給期別支給率



   カ　その他の手当

区　  　分

　配偶者 8,400円 　子 10,000円
　子　9,200円 　その他の扶養親族 6,500円
　その他の扶養親族 6,500円 　加算措置

　　扶養親族でない配偶者がある場合そのうち1人のみ 6,900円 　　京都市と同じ

　　配偶者がない場合の子又はその他扶養親族のうち1人のみ

　　　子　11,600円
　　　その他扶養親族　9,000円

　加算措置

　　16歳から22歳までの子1人につき 5,000円を加算

　交通機関等利用者 　交通機関等利用者

　　全額支給限度額 55,000円 　　全額支給限度額 55,000円

　交通用具使用者 　交通用具使用者

　　片道 5km未満　   　　 2,000円 　　片道 5km未満    　　  2,000円
　　片道 5km以上10km未満  4,200円 　　片道 5km以上10km未満  4,200円
　　片道10km以上15km未満  7,100円(12,100円) 　　片道10km以上15km未満  7,100円
　　片道15km以上20km未満 10,000円(15,000円) 　　片道15km以上20km未満 10,000円
　　片道20km以上25km未満 12,900円(17,900円) 　　片道20km以上25km未満 12,900円
　　片道25km以上30km未満 15,800円(20,800円) 　　片道25km以上30km未満 15,800円
　　片道30km以上35km未満 18,700円(23,700円) 　　片道30km以上35km未満 18,700円
　　片道35km以上40km未満 21,600円(26,600円) 　　片道35km以上40km未満 21,600円
　　片道40km以上45km未満 24,400円(29,400円) 　　片道40km以上45km未満 24,400円
　　片道45km以上50km未満 26,200円(31,200円) 　　片道45km以上50km未満 26,200円
　　片道50km以上55km未満 28,000円(33,000円) 　　片道50km以上55km未満 28,000円
　　片道55km以上60km未満 29,800円(34,800円) 　　片道55km以上60km未満 29,800円
　　片道60km以上         31,600円(36,600円) 　　片道60km以上         31,600円
　※1  （ ）内は，へき遠地勤務職員等に係る金額

　※2 　自転車を使用して通勤する職員にあっては，その使用距離が片道5km未満で

　　　 あれば1,000円を，片道5km以上10km未満であれば500円を加算する。

1 借家・借間居住者で月額12,000円を超える家賃を支払っているもの 1 借家・借間居住者で月額12,000円を超える家賃を支払っているもの

　　 　支給限度額 27,000円（市内居住者にあっては30,000円） 　　 　最高支給限度額 27,000円
2 平成28年4月1日以降に新たに京都市内の住宅を購入し，その所有名義人となっ 2 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住宅を借り受け，月額

    たもの 　　 12,000円を超える家賃を支払っているもの

　支給額10,500円 　　　 　最高支給限度額 13,500円
3 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住居に係る費用を負担しているもの

　　 　1又は2の2分の1に相当する額
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本　　　市　　　の　　　制　　　度 国　　　　の　　　　制　　　　度

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当



期　　 　 間 金　　　　額 期　 　　 間 金　　　　額 国 府 支 出 金 市　  　　債 そ　 の　 他

　 千円 　 千円 　 千円 千円 千円 千円 千円

　 　 　

13,772 0 0 013,772
滞納整理支援システム
開発事業費

72,006
平成 29年度から
令和元年度まで

55,119 令 和 2 年 度
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3　債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左　 　の　 　財　 　源　 　内　　 訳

特　　　定　　　財　　　源
一　般　財　源


